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障害者雇用納付金制度の改正について（連絡） 

 

 標記の件、高齢・障害・求職者雇用支援機構から本会へ、別紙「お願い」が届きましたのでご連

絡いたします。 

 「障害者の雇用の促進等に関する法律」において障害者雇用率制度が設けられており、事業主は、

その常時雇用している労働者数の 2.0％（法定雇用率）以上の障害者を雇用しなければなりません。 

 障害者を雇用するには、職場環境の整備等が必要とされることが多く、この経済的負担を調整す

るとともに、障害者の雇用の促進と職業の安定を図るため、事業主の共同拠出による障害者雇用納

付金制度が設けられています。具体的には、雇用障害者数が法定雇用率を下回っている場合は、納

付金の納付が必要となり、超えている場合は調整金が支給されます。 

 つきましては、平成 27 年 4 月から制度が改正され、常時雇用している労働者数が 100 人を超え

200 人以下のすべての事業主も納付金の申告が必要となります。 

 平成 27年度分の申告期限は、平成 28年 4月 1 日から 5 月 16 日までとなっていますので、対象

事業主はご留意ください。 

納付金制度に係る申告・納付、申請に関する問い合わせは、機構納付金部改正制度準備室もしく

は各高齢・障害者雇用支援センターまでお願いいたします。 

 以上、ご承知置きください。 

 








